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月曜日午前中もAWG-KP開会プレナリーが続いた。午後、AWG-KPは、附属書I締約国が利用できるツー

ルや政策、措置、方法論の影響結果ポテンシャルに関する会合期間中ワークショップを開催した。AWG-LCA

は、午前中と午後、技術と資金、適応、共通ビジョンに関するコンタクトグループの会議を開催した。 

AWG-LCAコンタクトグループ 

技術と資金：途上国数カ国は、資金および技術を、コペンハーゲンでの交渉の「成否を担う」要素である

と主張した。フィリピンはG-77/中国の立場で発言、途上国の約束は、先進国の援助を条件とするという条

約4.7条の規定を想起した。インドは、増分コストの構成に関する尺度の欠如を指摘した。サウジアラビアは、

南―南の資金供与は条約の原則に反すると主張した。 

バルバドスはAOSISの立場で発言、相当規模の公的資金供与を求め、先進国に対し、コペンハーゲンでは

どのくらいの金額を「テーブルに載せるつもりか」とたずねた。米国は、新たなそして追加的な資金供与の

必要性を認め、民間部門の海外投資を振り向ける必要性を強調、単一の資金供与組織では、全てのニーズに

応えられないと指摘した。EUは、「「まずお金を見せろ」対「まず行動をとれ」」という意見対立の回避を提

案、低炭素な開発戦略を支持した。 

バングラデシュは、地域ごとの資金メカニズムやキャパシティビルディングを提案した。南アフリカは、

気候変動に対する資金供与が単なるODAの構造改革にとどまってはならないと主張、パキスタンは、市場メ

カニズムだけでは資金面のギャップを埋めきれないと主張した。ウガンダは、気候変動の資金約束を、現在

の経済刺激策パッケージと同等の規模にするよう提案した。ブラジルは、供与額の評価と割当量単位の競売

入札を支持した。タンザニアは、資金に関する遵守メカニズムを提案した。 

技術に関し、カナダとオーストラリアは、EGGTの先行報告書に注目した。中国は、締約国が何を達成し

たいかで、メカニズムや組織アレンジの議論がそらされることがあってはならないと指摘、技術資金供与の

分野を明確化するなど、技術のロードマップを支持、意味のある技術移転を可能にする強力な協定締結を提

案した。ガーナはG-77/中国の立場で発言、緩和技術では民間部門の資金、適応技術では公共部門の資金が
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果たす役割を強調した。 

適応：バングラデシュは、適応に関する法的に拘束力のある手法を支持、脆弱性指標の策定も支持した。

中国、ノルウェー、そしてAOSISの立場でクック諸島は、適応枠組を支持した。日本は、最も脆弱な諸国を

支える総合枠組を提案、適応に関する知識ネットワークの設立を支持した。ウガンダは、天候および気候情

報へのアクセスに注目、国内の早期警戒システムの強化と地域社会レベルのキャパシティビルディングを提

案した。南アフリカはアフリカングループの立場で発言、組織アレンジに注目するよう提案した。ノルウェ

ー、カナダ、米国は、組織アレンジを策定する前に目標を決めるよう提案した。 

オーストラリアは、地方での適応行動と持続可能な開発との結びつきに注目した。EUは、ボトムアップ・

アプローチを支持、広範な知識に則ることも支持した。アイスランドは、性別の観点を取り入れる必要があ

ると主張した。パキスタンは、各国国内の適応ニーズを明確化する必要があると指摘、また各国が配分し振

り向けられる資源やメカニズムを明確にする必要があると指摘した。 

午後、締約国は、共同議長のKollyが提起した適応枠組の構造に関し、初めての議論を開始した。アフリカ

ングループ、ボリビア、ツバルは、適応行動実施の重要性を指摘した。コスタリカは中米諸国数カ国の立場

で発言、適応ではインフラのみに注目するべきではないとし、生態系に根ざした適応と伝承知識に焦点を当

てた。メキシコは、適応に政府のあらゆるレベルを取り込むことが課題だと述べた。カナダは、ナイロビ作

業計画の成功を足場にするよう提案した。 

共通ビジョン：アルゼンチンはG-77/中国の立場で発言、AOSISとともに、共通ビジョンが4つのビルディ

ングブロックで構成されていることを指摘、資金供与組織と多国間技術基金に関する提案に注目した。中国、

インド、フィリピンは、先進国による排出削減の中期目標設定は緊急を要すると主張した。インドは、1990

年ベースラインを強調、条約の原則と増分コストに対する保障を主張した。 

日本は、中期目標を緩和において議論するべきと発言、共通ビジョンは長期的な世界目標に焦点を当てる

べきだと述べた。EUは、共通ビジョンには次のものが含まれると述べた：2℃以上の温暖化回避、2050年ま

でに世界の排出量を少なくとも50%削減、2020年までに排出量のピークを迎える。米国は、バリ行動計画の

トップの要素として未来像を提供し、役割を果たす共通ビジョンであるべきだと述べた。同代表は、2050年

までの長期予想に基づく中間年次目標の策定とキャップアンドトレードスキームに関する国内計画の概要を

説明、これは国としての考えの大幅な転換を意味すると述べた。ニュージーランドは、450 ppmを超えない

レベルでの安定化に向けた量的目標経路の必要性を主張、AWG-KPとの相互依存性を強調した。 

カナダは、衡平性、共通だが差異ある責任、予防と「汚染者負担」の原則を強調した。バハマはAOSISの

立場で発言、存在する権利に注目するよう求めた。ロシア連邦は、将来枠組は包括的なものとするべきだと
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主張、各国間および利害関係者間で新しいタイプのパートナーシップを築くことを求めた。 

AWG-KPプレナリー 

作 業 構 成 ： 議 長 の Dovland は 、 作 業 構 成 に 関 す る 文 書 （ FCCC/KP/AWG/2009/1 and 2; 

FCCC/KP/AWG/2008/8）を提示した。南アフリカはG-77/中国の立場で発言、柔軟性メカニズムおよび

LULUCFに関するコンタクトグループに反対し、非公式協議を希望した。同代表は、附属書I諸国の排出削減

量および改定文書案に焦点を当てることを提案した。EU、オーストラリア、日本、カナダは、柔軟性メカニ

ズムおよびLULUCFに関するコンタクトグループ継続の必要性を強調した。締約国は、影響結果ポテンシャ

ル、排出削減、法的問題、柔軟性メカニズム、LULUCFに関するコンタクトグループの結成を決議した。ま

た｢そのほかの問題｣について非公式に協議することでも合意した。 

附属書I排出削減量：議長のDovlandは、3月27日金曜日の会合前ワークショップについて報告、附属書I排

出削減量の全体規模、個別および共同での貢献度の明確化について、実のある議論がなされたと指摘した。

ミクロネシアはAOSISの立場で発言、最新の科学研究に注目、2015年までに排出量のピークを迎え、2050年

までに95%以上の排出削減を行い、350 ppm以下での安定化を図るよう求めた。オーストラリアとニュージー

ランドは、450 ppmでの温室効果ガス濃度安定化を支持した。オーストラリアは、世界の中期目標および長

期目標を大胆なものにするよう提案、2020年までに排出量を2000年比5%減とし、地球規模の適応の概念から

すると15%削減するという自国の無条件の約束を強調した。EUは、約束期間目標とAWG-LCAにおける緩和

目標とを結び付ける方法について議論することを提案した。ノルウェーは、2030年までにカーボン・ニュー

トラルになるという自国の目標を繰り返した。カナダは、自国の排出量が現在のところ2000年レベルになっ

ていると指摘、経済成長と排出量の乖離での進展に焦点を当てた。日本は、自国政府が6月に中期目標を発表

すると述べた。ロシア連邦は、同国が追加的な排出削減を検討中であると報告、集団的範囲の採用は各国の

義務に予断を加えるものだとして、これに反対した。 

ツバルは、多くの附属書Ⅰ国が具体的な数値を示さなかったことへの失望感を表明、AWG-KPは「信頼構

築を行う場」であり、AWG-LCAにおける行動を可能にすることに留意するよう求めた。ニュージーランド

は、AWG-KPで約束の最終決定を行う前に、AWG-LCAにおける世界目標で合意し、「共通ビジョン」で合意

する必要性があると主張した。 

国際海事機関は、エネルギー効率指標や標識、運営計画など、技術および運用面の手法策定における進展

状況を報告した。国際民間航空機関は、航空輸送と気候変動に関するハイレベル会議を2009年10月7-9日に開

催すると発表、航空輸送は代替燃料の世界的な利用を図る最初の部門になる可能性があると述べた。いくつ

かのビジネスならびに産業団体は、市場に適正なシグナルを与え、必要な投資を呼び込むため、中期目標を
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設定するよう求めた。 

AWG-KP会合期間中ワークショップ 

スピルオーバー効果など、附属書I締約国が利用できるツール、政策措置、方法論の影響結果ポテンシャル

を話しあうAWG-KPの会合期間中ワークショップは、月曜日午後に開催され、副議長のKonateが議長を務め

た。 

南アフリカはG-77/中国の立場で発言、行動に結びつくような形で影響を分類するよう提案した、すなわ

ち、明確な資金メカニズムや技術移転を実現させるべく、影響結果ポテンシャルや具体的な措置および対処

法を検討する。同代表は、無秩序ではなく、透明性があり、国際法にも合致し、地域の内情に配慮した措置

を求めた。 

アルジェリアはアフリカングループの立場で発言、次の必要性を説いた：スピルオーバー効果に関する情

報、マイナスの影響可能性を回避し軽減する努力、回復力を強化する措置。 

サウジアラビアは、国際貿易への影響に注目、特に、附属書I諸国によるグリーン保護主義の排除、助成金

の除去、特定部門を対象としない総合的な手法、経済多角化に対する援助を提案した。 

オーストラリアは、影響の評価は国内問題であるとし、対応措置に関し次の原則を提示した：緩和努力を

支援する、バランスがとれている、締約国の経験や学習に学ぶ、国内の政策措置から派生する、最貧国およ

び最も脆弱な国に焦点を当てる。 

クウェートは、石油の需要に関する不確実性がマイナスの影響を与えることに注目、支援メカニズムや炭

素回収貯留といった技術オプションを求めた。 

カタールは、マイナスの影響結果を評価する方法論の欠如に注目、環境保護目標に基づく政策選択基準お

よびマイナスの影響の防止および最小化を求めた。同代表は、透明性のある報告義務を提案、これにより対

応措置の影響が明らかになる可能性があると述べた。 

石油輸出国機構（OPEC）は、緩和行動の影響結果を理解するため、あらゆる努力を払うよう求め、世界

的な解決策の必要性を指摘した。 

議論：いくつかの締約国が、最も脆弱な諸国に注目する必要性を説いた。カナダおよびその他は、原則を

明示したオーストラリアの提案を支持した。日本とEUは、意図しない影響結果を評価することの難しさを指

摘、影響を受けるものからの情報を求めた。ニュージーランドは、そのような情報を国別報告書に掲載する

よう提案した。サウジアラビアは、影響結果の多くが意図しないものであると指摘した。ロシア連邦とアル

ゼンチンは、気候政策と貿易の相互作用に注目した。クウェートは、影響結果を軽減する措置に関する最近

の研究に焦点を当てた。INTERNATIONAL TRADE UNION CONFEDERATION（国際労働組合総連合）は、
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影響結果ポテンシャルを明確化する専門の科学研究を提案、これにより途上国は、最も高いリスクがある部

門や地域を特定できると述べた。 

廊下にて 

“Plus ça change, plus c’est la même chose,”（変われば変わるほど、同じになるものだ）と、あるコンタク

トグループの会議から出てきた参加者がつぶやいていた。他にも、同じような懸念を口にする参加者がおり、

交渉プロセスが新しい段階に移るとの希望を胸にボンへ来たものが多数いたにも関わらず、議論がよく知ら

れた主張の繰り返しとなったことへの不満をもらしていた。会議場の通路には疲労感が漂っていたが、まだ

会議2日目だと指摘する声も挙がった。適応に関するAWG-LCAの議論については、多くのものが楽観的だっ

た。ある参加者は、この日の2回のコンタクトグループ会議を評し、「聞きなれた考えだが、建設的な形にな

ってきた」と述べた。 

AWG-KPプレナリーから出てきた参加者も、作業構成に関するG-77/中国の懸念について満足のゆく妥協

案が得られ安堵していた。楽観的な見方に拍車をかけたのは、マリチームホテルの新しいコーヒーマシンで、

これからの長丁場に必要なエネルギーを与えてくれそうである。月曜日夕方、AWG-LCA議長は短時間の非

公式協議を行ったが、この会議からすると、今年後半に向け、もっとエネルギーが必要となるのは間違いな

さそうである。まだ合意されてはいないが、2009年中の追加会合は避けられないと話す参加者も数人いた。

あたかもこれからの数ヶ月間、ボンに転居することを考えているかのように、地方紙の不動産広告を調べる

ものも少数いた。 
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